
阪神・淡路大震災の経験・教訓発信事業

「東日本大震災に係るひょうごまちづくり専門家派遣事業」

１ 目的

東日本大震災の被災地における住民主体の復興まちづくりを支援するため、阪神・淡路大

震災における復興まちづくりを経験した専門家（ひょうごまちづくり専門家）を被災地に派

遣し、復興まちづくりのノウハウや教訓を伝えるとともに、専門家と被災地住民等との交流

を通じ、復興まちづくりのネットワークづくりとまちづくり活動組織の設立等を促進する。

２ 内容

○「東日本大震災ひょうごまちづくり専門家バンク」の設置・登録

阪神・淡路大震災の復興まちづくりを経験したコンサルタント、建築士、学識経験者、

兵庫県・阪神淡路大震災被災市町ＯＢ等を登録する「東日本大震災ひょうごまちづくり専

門家バンク」を整備し、登録情報を東日本大震災の被災地に紹介する。

※コンサルタント等については学会、建築士会、建築士事務所協会、まちづくり系ＮＰ

Ｏ等専門家団体を通じて募集し、登録。

【登録内容】

(1) 専門分野 ①都市計画、②地区（まちづくり）計画、③市街地開発、④住宅計画、

⑤その他

(2) 実 績 阪神・淡路大震災における実績等

例）・まちづくり協議会の設立運営

・地区計画の策定

・土地区画整理事業の事業計画作成 等

○「ひょうごまちづくりコンサルチーム」の派遣

― 住民主体のまちづくりに向けた機運の醸成 ―

復興まちづくりのノウハウや教訓を伝え住民主体のまちづくりに向けた機運を醸成す

るとともに、ひょうごまちづくり専門家バンクを紹介するなど被災地の住民団体等とひょ

うごの専門家との交流を促進するため、コンサルタント、建築士、学識経験者、兵庫県・

阪神淡路大震災被災市町ＯＢ等と行政職員で編成するチームを、被災地の住民団体、ＮＰ

Ｏ、行政等が開催するフォーラム、ワークショップ等に派遣する。

【対象地区】

東日本大震災の被災市町村

【派遣方法】

① 兵庫県が被災自治体とチームの派遣に関する調整を行い、派遣を決定。

② まちづくりの専門家団体から、チームの編成メンバー、活動内容等を記した企画提

案書（既に交流がある地域等派遣先を含む提案も可）を募集し、兵庫県と協議の上、

派遣を決定。

平成 23 年８月

兵 庫 県



○「ひょうごまちづくりアドバイザー」の派遣

― まちづくり活動の初動期を支援 ―

まちづくり協議会の設立等まちづくり活動の初動期（最長３年間）を支援するため、被

災地からの要請に応じて、ひょうごまちづくり専門家バンクの中から適当な専門家を選定

し、派遣する。

【対象地区】

東日本大震災の被災市町村

【派遣方法】

被災地からアドバイスを受けたい分野等を聴取し、兵庫県で選定した専門家を派遣。

３ 実施スケジュール等

(1) 事業期間：平成 23年度～平成 26 年度
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）気仙沼市（H23.9）、南三陸町（H23.9）、石巻市（H23.11）、女川町（H23.8）、東松島市（H23.12）

所要予算額：30,000 千円

（問い合わせ先）兵庫県まちづくり局都市政策課 TEL 078-362-3844
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（H23：延べ 10 回）

登録募集開始・運用開始

派遣開始

H24 も継続

各市町の具体的なまちづくり活動の推進



復興構想・計画の策定

住民主体のまちづくりに向けた
機運の醸成

まちづくり協議会等の設立

まちづくり活動
土地利用計画（都市計画等）
復興整備事業計画

被災地の行政 被災地の住民

ひょうごまちづくり
コンサルチーム

ひょうごまちづくり
アドバイザー

兵庫県

連携

震災復興の
ノウハウ・教訓

まちづくり活動の
初動期支援

住民主体のまちづくり

東日本大震災ひょうごまちづくり専門家派遣事業の目的

住民への
提示・説明

復興まちづくり計画
の具体化

活動の実践

住民意見の反映住民意見の反映

【 イメージ 】

●東日本大震災の被災地における住民主体の復興まちづくりを支援するため、阪神・淡路大震災における復興まちづくりを経験した専門家を派遣

●まちづくり協議会等における住民意見の把握や集約等を通じ、住民ニーズを反映した復興まちづくり事業等の円滑な実施に貢献

【対象区域】 平成23年東北地方太平洋沖地震に係る災害救助法適用の市町村



被災地

コンサル
チーム

復興まちづくり先導期

兵庫県

ノウハウや教訓
専門家バンク紹介

課 題
ニーズ

東日本大震災ひょうごまちづくり専門家派遣事業の概要

被災地
（市町村、住民団体等）

被災地

・被災市町村
・住民団体
・NPO法人等関連支援団体

フォーラムやワークショップ（交流、意見交換）を実施

復興まちづくり活動初動期（３年間）

東日本大震災ひょうごまちづくり専門家バンク
(公財)兵庫県まちづくり技術センターに設置

阪神・淡路大震災の復興まちづくりを経験した
コンサルタント、建築士、学識経験者、県・被災
市ＯＢ等を登録

ひょうごまちづくりコンサルチーム
- 住民主体のまちづくりに向けた機運の醸成 -

①兵庫県が被災自治体と調整し、専門家チームの
派遣を決定

②まちづくりの専門家団体等から提案される企画書
（チームの編成メンバー、活動内容等）を基に、
派遣を決定

<チームの編成>
コンサルタント、建築士、学識経験者、県・被災市
ＯＢ等の専門家など３～６名

アドバイザー

まちづくり活動初動期を支援

例 ・協議会の設立
・各種事業導入の検討

被災地

・被災市町村
・住民団体

派遣

ひょうごまちづくりアドバイザー
- まちづくり協議会の設立等の支援 -

専門家バンクの中から、被災地のニーズに適した
専門家を選定・派遣

マッチングした相手方に継続的に専門家を派遣
（年数回程度の現地活動を３年間継続）

フォーラム・ワークショップの目的
・阪神・淡路大震災のノウハウや教訓を伝え、住民主体のまちづくり
に向けた機運を醸成する。
・被災地の住民団体等と兵庫県のまちづくり専門家との人材交流を
促進する。
・復興まちづくり活動の芽を育てる。
・現地ニーズを掘り起こす。
・現地と登録専門家とをマッチングする。

要請に応じ
派遣

派遣決定

兵庫県

ｺﾝｻﾙﾁｰﾑ・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣
に係る連絡調整

ｺﾝｻﾙﾁｰﾑの活動内容等の企画提案

まちづくりの専門家団体等


